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○庄原市自治振興区活動促進 補 助 金 交 付 要綱  

平 成 17年 ３ 月 31日 告 示 第５号  

改正  

平成 19年３月 27日 告 示 第 44号  

平成 20年３月 31日 告 示 第 64号  

平成 20年４月 １ 日 告 示 第 70号  

平成 21年３月 31日 告 示 第 64号  

平成 25年５月 31日 告 示 第 69号 の ２  

平成 26年３月 31日 告 示 第 62号  

平成 28年３月 31日 告 示 第 42号  

平成 30年３月 26日 告 示 第 15号  

平成 31年３月 29日 告 示 第 53号  

庄原市自治振興区活動促進補 助 金 交 付 要 綱  

（趣旨）  

第１条  この要綱は、地域振興計 画 に 基 づ く 事 業 を実 施 す る 自 治 振 興 区 及 び その連

合体に予算の範囲内において補 助 金 を 交 付し、自 治 振 興 区 の 自 立 し た 地 域 経営を

確立するための基盤整備を支援 す る た め 、当 該 補 助 金 の 交 付 に 関 し 庄 原 市 補助金

交付規則（平成 17年 庄原市規則第 46号 ）に 定め る も の の ほ か 必 要 な 事 項 を 定める

ものとする。  

（自治振興区）  

第２条  この要綱において自治振 興 区 と は 、次 の 各号 の い ず れ に も 該 当 す る 住民自

治組織であって、市 長が認めた も の を い い 、そ の 連 合 体 と は 自 治 振 興 区 連 絡協議

会など、複数の自治振興区によ っ て 構 成 される 連 合 組 織 を い う 。  

(１ ) 自主的な地域の課題解決 と 地 域 づ く り活 動等 を 行 う も の  

(２ ) 区域、運営組織及び会費 の 徴 収 を 定 めた 規約 を 有 し て い る も の  

(３ ) 毎年度、事業計画書及び 予 算 書 を 作 成し 、決 算 の 認 定 を 行 う も の  

（補助対象）  

第３条  補助金の対象は、自治振 興 区 が 策 定 し た 地域 振 興 計 画 に 基 づ く 次 の 各号の

いずれかに該当する事業に充て ら れ る 経 費とす る 。  

(１ ) 教育文化事業  
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(２ ) 産業振興事業  

(３ ) 保健福祉事業  

(４ ) 生活環境整備事業  

(５ ) その他地域づくりの推進 に 必 要 な 事 業  

２  前項の規定にかかわらず、次 に 掲 げ る 事 業及 び 経 費 に つ い て は 補 助 の 対 象とし

ないものとする。  

(１ ) 他の補助制度の補助を受 け る 事 業  

(２ ) 政治活動又は宗教活動  

(３ ) 自治振興区の構成員に対 す る 賃 金 及 び食 料費  

（交付申請）  

第４条  補助金の交付を受けよう と す る 自 治 振 興 区及 び そ の 連 合 体（ 以下「 申請団

体」という。）は、毎年５月末 日 ま で に 交付申 請 書（ 様 式 第 １ 号 ）に 次 に 掲げる

書類を添えて市長に提出しなけ れ ば な ら ない。  

(１ ) 事業計画書  

(２ ) 予算書  

(３ ) 地域振興計画書  

２  市長は、前項に定める申請期 日 ま で に 当 該年 度 の 予 算 額 を 満 た す 申 請 が なかっ

たときは、追加申請を受けるこ と が で き る。  

（審査会）  

第５条  補助金交付の適正及び公 平 を 期 す た め 、庄原 市 自 治 振 興 区 活 動 促 進 補助金

審査会（以下「審査会」という 。 ） を 設 置する 。  

２  審査会は、市長が招集する。  

３  審査会は、別に定める基準に 沿 っ て 得 点 評価 に よ り 審 査 を 行 う と とも に 、申請

事業に関し、指導及び助言を行 う も の と する。  

（組織）  

第６条  審査会は、委員５人以内 で 組 織 し 、学 識 経験 を 有 す る 者 の う ち か ら 市長が

委嘱する。  

（任期）  

第７条  委員の任期は、２年とし 、 再 任 を 妨 げ な い。  

２  前項の規定にかかわらず、委 員 が 欠 け た 場合 は 、後 任 の 委 員 を 委 嘱 す る ことが
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できる。この場合の任期は、前 任 者 の 残 任期間 と す る 。  

（会長及び副会長）  

第８条  審査会に、会長及び副会 長 を 置 き 、 委 員 の互 選 に よ り こ れ を 定め る 。  

２  会長は、会議を総理し、会議 の 議 長 と な る。  

３  副会長は、会長を補佐し、会 長 に 事 故 が ある と き 又 は 会 長 が 欠 け た と き は、そ

の職務を代理する。  

（会議）  

第９条  会議は、必要に応じて会長 が召集 す る 。  

２  会議は、委員の過半数の出席を も っ て 成 立し 、議 事 は 出席委 員 の過半数 をもっ

て決するものとし、可否同数の時は 、 議 長 の決 す る と ころに よ る 。  

３  会長は、必要に応じて委員以外の 者 を 会 議に 出席させ、意見を求め る こ とがで

きる。  

（委員の責務）  

第 10条  委員は、公正及び公平に 審 査 を 行 う もの とし 、審 査 の過程に お い て知り得

た情報は公表してはならない。ま た 委 員 を退い た 後 も同様 と す る 。  

（交付決定）  

第 11条  市長は、第４条に定める申 請 書 を 受 理し た と き は 、審 査 会の 審 査結果に基

づき、交付決定通知書（様式第２ 号 ） に よ り申 請 団 体 に通知す る も の と す る。  

（補助額）  

第 12条  補 助率は、対 象 経 費 の ５分の ４ 以 内 と し 、 １ 事 業 あ た り の 補 助限度 額は、

別表に定める。  

（随時検査等）  

第 13条  市長は、補助金の交付を 受 け た 自 治 振 興 区（ 以 下 「 交 付 団 体 」と い う。）

に対し、随時、帳簿及び書類の提 出 を求め 、又 は 指 定 す る 職 員 に 必 要 な検査及び

指示をさせることができる。  

（報告書の提出）  

第 14条  交付団体は、事業完了の日 か ら 30日 を 経過し た 日 又 は 補 助 金 交 付 決 定の通

知を受けた日の属する年度の翌年 度 の ４ 月 20日 の い ず れ か早い 日 ま で に 、実績報

告書（様式第３号）を市長に提 出 し な け ればな ら な い 。  

（補助金の返還等）  
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第 15条  市長は、交付団体が次の 各 号 の い ず れか に該 当 す る と 認 め た とき は 、交付

決定を取り消し、又は既に交付し た 補 助 金 の全部若し く は一部を返還させること

ができる。  

(１ ) 補助金をその目的以外に使用し た と き。  

(２ ) 第 13条に規定する随時検査 を拒んだとき 。  

(３ ) 第 14条に規定する報告をし な い と き 。  

(４ ) その他市長が特にその必要 を 認 め る とき 。  

（その他）  

第 16条  この要綱に定めるものの ほ か 、 必 要 な 事 項は 、 市 長 が 別 に 定 める 。  

附  則  

（施行期日）  

１  この告示は、平成 17年３月 31日 か ら 施 行 す る 。  

（経過措置）  

２  第４条に定める交付申請書の提 出 期限は 、 平 成 17年 度 に限り６月 末と す る。  

附  則 （平成 19年３月 27日告示 第 44号 ）  

（施行期日）  

１  この告示は、平成 19年４月１日 か ら 施 行 す る 。  

（経過措置）  

２  この告示の施行の日の前日ま で に 、改正 前 の 規 定 に よ り 交 付 決 定 さ れ た ものに

ついては、なお従前の例による。  

附  則 （平成 20年３月 31日告示 第 64号 ）  

この告示は、平成 20年４月１日か ら 施 行 す る。  

附  則 （平成 20年４月１日告示 第 70号 ）  

（施行期日）  

１  この告示は、公布の日から施行 す る 。  

（庄原市自治振興区活動促進補 助 金 審 査 会 設置要領の廃止）  

２  庄 原 市 自 治 振 興区 活 動 促 進 補 助 金 審 査 会 設 置 要領（ 平 成 17年 庄 原 市 告 示 第 209

号）は、廃止する。  

附  則 （平成 21年３月 31日告示 第 64号 ）  

この告示は、平成 21年４月１日か ら 施 行 す る。  
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附  則 （平成 25年５月 31日告示 第 69号 の ２ ）  

（施行期間）  

１  この告示は、平成 25年６月１日 か ら 施 行 す る 。  

（経過措置）  

２  この告示の施行の日の前日ま で に 、改正 前 の 庄 原 市 自 治 振 興 区 活 動 促 進 補助金

交付要綱の規定により交付決定 さ れ た も のにつ い て は 、 な お従前 の例に よ る。  

附  則 （平成 26年３月 31日告示 第 62号 ）  

この告示は、平成 26年４月１日か ら 施 行 す る。  

附  則 （平成 28年３月 31日告示 第 42号 ）  

この告示は、平成 28年４月１日か ら 施 行 す る。  

附  則 （平成 30年３月 26日告示 第 15号 ）  

この告示は、平成 30年４月１日か ら 施 行 す る。  

附  則 （平成 31年３月 29日告示 第 53号 ）  

この告示は、平成 31年４月１日か ら 施 行 す る。  

別表 （第 12条関係）  

対象事業  補 助限度 額  

(１ ) 教育文化事業  １ 事 業 あ た り 300万円  

ただし 、 1,000円未満切捨て  (２ ) 産業振興事業  

(３ ) 保健福祉事業  

(４ ) 生活環境整備事業  

(５ ) その他地域づくりの推進に 必 要 な 事 業  

様式 （省略）  


